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１章 基準適合性 
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1. 基本方針 

1.1 要求事項の整理 

 安全機能を有する施設について，「廃棄物管理施設の位置、構造及び設備

の基準に関する規則」（以下「事業許可基準規則」という。）と再処理施設

安全審査指針との比較及び当該指針を踏まえたこれまでの既許可実績により，

事業許可基準規則第11条において追加された又は明確化された要求事項を整

理する。 

（第11.1表 事業許可基準規則第11条と再処理施設安全審査指針 比較表） 
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第 11.1 表 事業許可基準規則第 11 条と再処理施設安全審査指針 比較表（１／４） 

事業許可基準規則 

第 11 条（安全機能を有する施設） 
再処理施設安全審査指針 備考 

 安全機能を有する施設は、その安

全機能の重要度に応じて、その機能

が確保されたものでなければならな

い。 

 

 

 

指針 22．系統の単一故障に対する考慮 

安全上重要な系統は、非常用所内電源系

統のみの運転下又は外部電源系統のみの運

転下で単一故障を仮定しても、その系統の

安全機能を損なうことのない設計であるこ

と。 

変更なし 
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第 11.1 表 事業許可基準規則第 11 条と再処理施設安全審査指針 比較表（２／４） 

事業許可基準規則 

第 11 条（安全機能を有する施設） 
再処理施設安全審査指針 備考 

２ 安全機能を有する施設を他の原

子力施設と共用し、又は安全機能

を有する施設に属する設備を一の

廃棄物管理施設において共用する

場合には、廃棄物管理施設の安全

性を損なわないものでなければな

らない。 

 

（解釈） 

１ 第２項に規定する「共用する場

合には、廃棄物管理施設の安全性

を損なわないものでなければなら

ない。」とは、安全機能を有する

施設のうち、当該廃棄物管理施設

以外の原子力施設との間又は当該

廃棄物管理施設内で共用するもの

について、その機能、構造等から

判断して、共用によって当該廃棄

物管理施設の安全性に支障を来た

さないものをいう。 

 

（指針 19） 

１．再処理施設の安全上重要な施設は、他

の原子力施設との共用によって、その安

全機能を失うことのない設計であるこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

追加要求事項 
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第 11.1 表 事業許可基準規則第 11 条と再処理施設安全審査指針 比較表（３／４） 

事業許可基準規則 

第 11 条（安全機能を有する施設） 
再処理施設安全審査指針 備考 

３ 安全機能を有する施設は、当該

施設の安全機能を確認するための

検査又は試験及び当該安全機能を

健全に維持するための保守又は修

理ができるものでなければならな

い。 

 

 

 

 

 

（解釈） 

２ 第３項に規定する「安全機能を確

認するための検査又は試験」に

は、実系統を用いた試験又は検査

が不適当な場合には、試験用のバ

イパス系を用いること等を含む。 

 

 

 

 

（指針 21） 

１．安全上重要な施設は、それらの安全機

能を確認するために、必要に応じ、再処

理施設の運転中又は定期点検等の停止時

に安全機能を損なうことなく適切な方法

により試験及び検査ができる設計である

こと。 

２．安全上重要な施設は、それらの安全機

能を健全に維持するための適切な保守及

び修理ができる設計であること。 

追加要求事項 
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第 11.1 表 事業許可基準規則第 11 条と再処理施設安全審査指針 比較表（４／４） 

事業許可基準規則 

第 11 条（安全機能を有する施設） 
再処理施設安全審査指針 備考 

４ 安全上重要な施設又は当該施設

が属する系統は、廃棄物管理施設

の安全性を確保する機能を維持す

るために必要がある場合には、多

重性を有しなければならない。 

 

（解釈） 

３ 第４項に規定する「安全性を確

保する機能を維持するために必要

がある場合」とは、当該安全上重

要な施設等が故障や動作不能とな

った場合に、廃棄物管理施設の安

全性を確保できない場合をいう。 

４ 第４項に規定する「多重性」と

は、同一の機能を有し、かつ、同

一の構造、動作原理その他の性質

を有する二以上の系統又は機器が

同一の廃棄物管理施設に存在する

ことをいう。 

 

指針 22．系統の単一故障に対する考慮 

安全上重要な系統は、非常用所内電源系

統のみの運転下又は外部電源系統のみの運

転下で単一故障を仮定しても、その系統の

安全機能を損なうことのない設計であるこ

と。 

変更なし 
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1.2 要求事項に対する適合性 

廃棄物管理施設のうち，安全機能を有する構築物，系統及び機器を安

全機能を有する施設とする。 

また，安全機能を有する施設のうち，その機能の喪失により，公衆又

は従事者に放射線障害を及ぼすおそれがあるもの及び安全設計上想定さ

れる事故が発生した場合に公衆又は従事者に及ぼすおそれがある放射線

障害を防止するため，放射性物質又は放射線が廃棄物管理施設を設置す

る事業所外へ放出されることを抑制し又は防止する構築物，系統及び機

器から構成される施設を，安全上重要な施設とする。 

安全機能を有する施設は，その安全機能の重要度に応じて，その機能

が確保されたものとするとともに，以下の設計を満足するものとする。 

（１）安全上重要な施設又は当該施設が属する系統は，廃棄物管理施設

の安全性を確保する機能を維持するために必要がある場合には，多

重性を有する設計とする。 

（２）安全機能を有する施設は，当該施設の安全機能を確保するための

検査又は試験及び当該安全機能を健全に維持するための保守又は修

理ができる設計とする。 

【補足説明資料3-3】 

（３）安全機能を有する施設のうち，他の原子力施設と共用するものは，

共用によって廃棄物管理施設の安全性を損なうことのない設計とす

る。 
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1.3 規則への適合性 

（安全機能を有する施設） 

第十一条 安全機能を有する施設は、その安全機能の重要度に応じて、その

機能が確保されたものでなければならない。 

２ 安全機能を有する施設を他の原子力施設と共用し、又は安全機能を有す

る施設に属する設備を一の廃棄物管理施設において共用する場合には、

廃棄物管理施設の安全性を損なわないものでなければならない。 

３ 安全機能を有する施設は、当該施設の安全機能を確認するための検査又

は試験及び当該安全機能を健全に維持するための保守又は修理ができる

ものでなければならない。 

４ 安全上重要な施設又は当該施設が属する系統は、廃棄物管理施設の安全

性を確保する機能を維持するために必要がある場合には、多重性を有し

なければならない。 

 

＜適合のための設計方針＞ 

 第１項について 

  「事業許可基準規則」に基づき設ける設備は安全機能を有する施設であ

り，安全機能を有する施設は，その安全機能の重要度に応じて，その機能

が確保されるよう設計する。 

 

 第２項について 

  安全機能を有する施設を他の原子力施設と共用し，又は安全機能を有す

る施設に属する設備を一の廃棄物管理施設において共用する場合には，廃

棄物管理施設の安全性を損なわない設計とする。 

  安全上重要な施設は他の原子力施設と共用しない。 
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 第３項について 

  安全機能を有する施設は，当該施設の安全機能を確認するための検査又

は試験及び当該安全機能を健全に維持するための保守又は修理ができる設

計とする。 

【補足説明資料3-3】 

 

 第４項について 

  廃棄物管理施設の安全上重要な施設は，収納管，通風管，貯蔵区域しゃ

へい，ガラス固化体検査室しゃへい及び貯蔵建屋床面走行クレーンのしゃ

へい容器であり，これらは静的な設備であることから，故障や動作不能に

より機能を損なうことがないため，多重性を有する設計とする必要はない。 
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2. 安全機能を有する施設に関する設計 

 (１) 安全機能を有する施設のうち，その機能の喪失により，公衆又は従

事者に放射線障害を及ぼすおそれがあるもの及び安全設計上想定され

る事故が発生した場合に公衆又は従事者に及ぼすおそれがある放射線

障害を防止するため，放射性物質又は放射線が廃棄物管理施設を設置

する事業所外へ放出されることを抑制し，又は防止するものを安全上

重要な施設とする。安全上重要な施設には，収納管，通風管，貯蔵区

域しゃへい，ガラス固化体検査室しゃへい及び貯蔵建屋床面走行クレ

ーンのしゃへい容器があり，これらは「核原料物質、核燃料物質及び

原子炉の規制に関する法律」に基づきその機能を維持するために適切

に設計する。 

 (２) 安全機能を有する施設を他の原子力施設と共用し，又は安全機能を

有する施設に属する設備を一の廃棄物管理施設において共用する場合

には，廃棄物管理施設の安全性を損なわない設計とする。 

 (３) 安全機能を有する施設は，当該安全機能を確認するための検査又は

試験及び当該安全機能を健全に維持するための保守又は修理ができる

ように設計する。 

【補足説明資料3-3】 
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3. 廃棄物管理施設と他施設との共用 

 (１)  共用設備の抽出 

   廃棄物管理施設の中から他施設と共用する建物・構築物並びに施設，

設備，系及び機器を第11.1図に示す抽出フローに従って抽出した。 

   抽出した対象設備の一覧を第11.2表(１)及び(２)に示す。 

 【補足説明資料3-1】 
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対象外 

＊１：「廃棄物管理事業許可申請書 添付書類五 廃棄物管理施設の構成に示される施設」及び

「廃棄物管理事業許可申請書 添付書類五 2 章に示される建物・構築物」 

＊２：他の原子力施設とは，「再処理施設」「MOX 燃料加工施設」である。 

NO 

YES 

YES 

NO

安全機能を有する施設 

対象の設備又は系 

第 11.1 図 共用する廃棄物管理施設の抽出フロー 

NO

YES 

対象の建物又は構築物 

設備又は系 

＊１ 

 

設備又は系において，

他の原子力施設
＊２

と共

用している機器等が含

まれているか 

 

建物又は構築物におい

て，それらの一部又は全

部を他の原子力施設
＊２

と共用しているか 

 

他の原子力施設
＊２

と共

用する設備又は系に機

器はあるか 

対象の機器 

廃棄物管理施設の 
全ての建物・構築物， 

系統又は機器 
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第 11.2 表(1) 抽出した対象設備一覧（１／２） 

施設 設備 設備又は系 系 

他の原子力施設と

の共用有無 

(有：○，無：×) 

AAWB に記載のある

機器 

AAWB には記載が

なく設工認で登

場する機器 

再処理 

施設 

MOX 燃料 

加工施設 
その他 備考 

廃棄物管理設備本体    ×       

 管理施設 ガラス固化体貯蔵設備   ×       

放射性廃棄物の受入れ施設 ガラス固化体受入れ設備   ×       

計測制御系統施設 計測制御設備   ×       

放射線管理施設 放射線管理設備 出入管理関係設備  ○ ・出入管理設備  ○   

北換気筒管理建屋

の出入管理設備を

共用する。 

   試料分析関係設備  ×       

   放射線監視設備  ○ 
・積算線量計 

・気象観測機器 
 ○    

   個人管理用設備  ○ 

・個人線量計 

・ホールボディカ

ウンタ 

 ○    

その他廃棄物管理設備の附

属施設 
   ×       

 気体廃棄物の廃棄施設 収納管排気設備   ×       

  換気設備 

ガラス固化体受入

れ・貯蔵建屋排気

系統 

 ×       

   

ガラス固化体受入

れ・貯蔵建屋Ｂ棟

排気系統 

 ×       

   

北換気筒（ガラス

固化体受入れ・貯

蔵建屋換気筒） 

 ○ 

・北換気筒（ガラ

ス 固 化 体 受 入

れ・貯蔵建屋換

気筒） 

 

○ 

（支持構

造物） 

   

 液体廃棄物の廃棄施設 廃水貯蔵設備   ×       

 固体廃棄物の廃棄施設 固体廃棄物貯蔵設備   ×       

 その他設備 
火災防護設備（消防用設

備） 
  ○ 

・屋外消火栓 

・防火水槽 
 ○    

     ○ ・消火水供給設備  ○ ○   

  電気設備   ○ 

・受電開閉設備 

・受電変圧器 

・所内高圧系統 

・燃料貯蔵設備 

 ○    

  通信連絡設備   ○ 
・ページング装置 

・所内携帯電話 
 ○    
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第 11.2 表(1) 抽出した対象設備一覧（２／２） 

施設 設備 設備又は系 系 

他の原子力施設と

の共用有無 

(有：○，無：×) 

AAWB に記載のある

機器 

AAWB には記載が

なく設工認で登

場する機器 

再処理 

施設 

MOX 燃料 

加工施設 
その他 備考 

  不法侵入等防止設備   ○ 

・人の容易な侵入

を防止できる障

壁 

・通信連絡設備 

・不正に爆発性又

は易燃性を有す

る物件その他人

に危害を与え，

又は他の物件を

損傷するおそれ

がある物件が持

ち込まれること

の防止に係る設

備 

 ○    

     ○ 

・外部からの不正

アクセスを遮断

する装置 

 ○    

  圧縮空気設備   ○   ○    

  給水処理設備   ○   ○ ○   

  蒸気供給設備   ○   ○    
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第 11.2 表(2) 抽出した対象の建物・構築物一覧 

建物・構築物 

他の原子力施設と

の共用有無 

(有：○，無：×) 

再処理施設 
MOX 燃料 

加工施設 
その他 備考 

ガラス固化体受入れ建屋 ×     

ガラス固化体貯蔵建屋 ×     

ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟 ×     

（北換気筒（ガラス固化体受入れ・貯蔵建

屋換気筒）） 
（○） 

○ 

（支持構造物） 
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3.1 安全機能を有する施設の共用 

  抽出した設備について，他施設との共用によって廃棄物管理施設の安全

性を損なわないことを次項以降で確認した。 
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 (１) 気体廃棄物の廃棄施設の換気設備 

 (ａ) 共用する設備，機器等の概要と状況 

   北換気筒（ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒）の支持構造物は鉄

塔支持形であり，廃棄物管理施設の筒身とともに再処理施設の筒身も

支持する構造である。よって，支持構造物は再処理施設と共用する。 

 【補足説明資料3-2】 

 

(ｂ) 共用による安全性への影響 

   再処理施設と共用する北換気筒（ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気

筒）の支持構造物は，再処理施設の筒身を考慮した強度を確保する設

計とすることで，共用によって廃棄物管理施設の安全性を損なわない。 
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 (２) 放射線管理施設 

 (ａ) 共用する設備，機器等の概要と状況 

   放射線管理施設の一部は，再処理施設と以下のとおり共用する。 

 ａ．出入管理関係設備 

  ⅰ．出入管理設備（北換気筒管理建屋） 

    北換気筒管理建屋は，廃棄物管理施設用と再処理施設用の排気モニ

タリング設備がそれぞれ設置されているため，廃棄物管理事業及び再

処理事業の両方で管理区域を設定している。 

    そのため，管理区域への出入管理に用いる出入管理設備を再処理施

設と共用する。 

 【補足説明資料3-2】 

 

 ｂ．放射線監視設備 

  ⅰ．屋外モニタリング設備 

  (ⅰ) 環境モニタリング設備 

環境モニタリング設備の一部の供給電源は，再処理施設の電気設備

を共用する。 

積算線量計は，廃棄物管理施設及び再処理施設の周辺監視区域付近

の空間放射線量測定のための設備であり，周辺監視区域が同等である

ことから再処理施設と共用する。 

また，気象観測機器は，廃棄物管理施設及び再処理施設の敷地内に

おいて気象を観測するための設備であり，敷地が同等であることから，

再処理施設と気象観測機器を共用する。 

 【補足説明資料3-2】 
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 ｃ．個人管理用設備 

個人線量計及びホールボディカウンタは，廃棄物管理施設及び再処

理施設の放射線業務従事者等の線量評価のための設備であり，再処理

施設と共用する。 

 【補足説明資料3-2】 

 

 (ｂ) 共用による安全性への影響 

再処理施設と共用する放射線管理施設は，仕様及び運用を各施設で

同一とし，管理区域，周辺監視区域等が同等の測定対象等の共有化や

必要な容量を確保することから，共用によって廃棄物管理施設の安全

性を損なわない。 

 ａ．出入管理関係設備 

  ⅰ．出入管理設備（北換気筒管理建屋） 

北換気筒管理建屋の管理区域に設置している設備は，廃棄物管理施

設及び再処理施設の排気モニタリング設備のみであり，出入管理設備

の仕様及び出入管理に係る運用を各施設で同一とすることで，共用に

よって廃棄物管理施設の安全性を損なわない。 

 

 ｂ．放射線監視設備 

  ⅰ．屋外モニタリング設備 

  (ⅰ) 環境モニタリング設備 

積算線量計及び気象観測機器は，仕様及び運用を各施設で同一とし，

周辺監視区域等が同等であることにより，監視結果及び測定結果の共

有を図れることから共用によって廃棄物管理施設の安全性を損なわな

い。 
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 ｃ．個人管理用設備 

個人線量計及びホールボディカウンタは，仕様及び運用を各施設で

統一し，必要な個数を確保することで，共用によって廃棄物管理施設

の安全性を損なわない。 
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 (３) 火災防護設備（消防用設備） 

 (ａ) 共用する設備，機器等の概要と状況 

   消火用水貯槽に貯留している消火用水を供給する消火水供給設備は，

再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

   また，屋外消火栓の一部及び防火水槽の一部は，廃棄物管理施設と再

処理施設で同じ設備を使用することから，再処理施設と共用する。 

   消火水供給設備の系統概要図を第 7.5－２図に示す。 

 【補足説明資料3-2】 

 

 (ｂ) 共用による安全性への影響 

   再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する消火水供給設備並びに

再処理施設と共用する屋外消火栓及び防火水槽は，他施設へ消火水を

供給した場合においても廃棄物管理施設で必要な容量を確保できる。

また，消火水供給設備においては，故障その他の異常が発生した場合

でも，弁を閉止することにより故障その他の異常による影響を局所化

し，故障その他の異常が発生した施設からの波及的影響を防止するこ

とで，共用によって廃棄物管理施設の安全性を損なわない。 
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 (４) 電気設備 

 (ａ) 共用する設備，機器等の概要と状況 

   廃棄物管理施設の電力は，東北電力ネットワーク株式会社から 154ｋ

Ｖ送電線２回線で受電し，所要の電圧に降圧し廃棄物管理施設へ給電

する。電気事業法に基づく，東北電力ネットワーク株式会社の定める

電気供給約款に，一構内一需要場所という規定があることから，再処

理施設と共用する。 

   電気設備のうち予備電源用ディーゼル発電機に燃料を供給する燃料貯

蔵設備は，再処理施設へも燃料を供給することから再処理施設と共用

する。 

   単線結線図を第 7.5－３図に示し，燃料貯蔵設備の系統概要図を第

7.5－４図に示す。 

 【補足説明資料3-2】 

 

 (ｂ) 共用による安全性への影響 

   電気設備のうち燃料貯蔵設備を除く再処理施設と共用する設備は，再

処理施設において，機器の損壊，故障その他の異常が発生した場合は，

6.9ｋＶ運転予備用母線又は常用母線の遮断器が開放される設計とする

ことで，廃棄物管理施設に波及的影響を与えることを防止するととも

に，受電変圧器については，再処理施設への給電を考慮しても十分な

容量を有することで，共用によって廃棄物管理施設の安全性を損なわ

ない。 

   また，電気設備のうち再処理施設と共用する燃料貯蔵設備は，再処理

施設において，故障その他の異常が発生した場合でも，弁を閉止する

ことにより故障その他の異常による影響を局所化し，故障その他の異
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常が発生した施設からの波及的影響を防止するとともに，再処理施設

における使用を想定しても，廃棄物管理施設に十分な燃料を供給でき

る容量を確保することで，共用によって廃棄物管理施設の安全性を損

なわない。 
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第7.5－３図 廃棄物管理施設の単線結線図 
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第 7.5－４図 燃料貯蔵設備の系統概要図 
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 (５) 通信連絡設備 

 (ａ) 共用する設備，機器等の概要と状況 

 ａ．所内通信連絡設備 

   所内通信連絡設備のページング装置及び所内携帯電話は，廃棄物管理

施設及び再処理施設で同じ設備を使用することから，再処理施設と共

用する。 

   所内通信連絡設備の一部の供給電源は，再処理施設の電気設備を共用

する。 

 【補足説明資料3-2】 

 

 (ｂ) 共用による安全性への影響 

 ａ．所内通信連絡設備 

   共用する所内通信連絡設備は，同一の端末を使用する設計又は十分な

容量を確保することで，共用によって廃棄物管理施設の安全性を損な

わない。 
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 (６) 不法侵入等防止設備 

 (ａ) 共用する設備，機器等の概要と状況 

   人の容易な侵入を防止できる障壁，通信連絡設備及び不正に爆発性又

は易燃性を有する物件その他人に危害を与え，又は他の物件を損傷す

るおそれがある物件が持ち込まれることの防止に係る設備は廃棄物管

理施設と再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設で同じ設備を使用するこ

とから，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用し，外部からの不

正アクセスを遮断する装置は再処理施設と共用する。 

 【補足説明資料3-2】 

 

 (ｂ) 共用による安全性への影響 

   共用する不法侵入等防止設備は，仕様及び運用を各施設で同一とし，

他施設で異なる運用等を実施した場合の影響をあらかじめ排除するこ

とで，共用によって廃棄物管理施設の安全性を損なわない。 
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 (７) 圧縮空気設備 

 (ａ) 共用する設備，機器等の概要と状況 

   廃棄物管理施設内の各施設に圧縮空気を供給するため，圧縮空気設備

を設ける。圧縮空気設備は，再処理施設の一般圧縮空気系と共用する。 

圧縮空気設備の主要設備の仕様を第 7.5－５表に示し，系統概要図を

第 7.5－５図に示す。  

 【補足説明資料3-2】 

  

(ｂ) 共用による安全性への影響 

   圧縮空気設備は，再処理施設における使用を想定しても，廃棄物管理

施設に十分な圧縮空気を供給できる容量を確保し，故障その他の異常

が発生した場合でも，弁を閉止することにより故障その他の異常によ

る影響を局所化し，故障その他の異常が発生した施設からの波及的影

響を防止することで，共用によって廃棄物管理施設の安全性を損なわ

ない。 
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第 7.5－５表 圧縮空気設備の主要設備の仕様 

 

空 気 圧 縮 機 

（再処理施設と共用） 

空 気 貯 槽 

（再処理施設と共用） 

容  量  
（ｍ３／ｍｉｎ） 
[ｎｏｒｍａｌ] 
(１台当たり) 

台  数 
容  量  

(ｍ３) 
基  数 

約 100 １ 

約 100 １ 

約 130 ３ 

 

  



 

3－21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第7.5－５図 圧縮空気設備系統概要図 
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 (８) 給水処理設備 

 (ａ) 共用する設備，機器等の概要と状況 

   廃棄物管理施設の各施設に必要なろ過水を供給するため，給水処理設

備を設ける。給水処理設備は，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と

共用する。 

給水処理設備の主要設備の仕様を第 7.5－６表に示し，給水処理設備

の系統概要図を第 7.5－６図に示す。  

 【補足説明資料3-2】 

  

(ｂ) 共用による安全性への影響 

   給水処理設備は，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における使用を

想定しても，廃棄物管理施設に十分なろ過水を供給できる容量を確保

し，故障その他の異常が発生した場合でも，弁を閉止することにより

故障その他の異常による影響を局所化し，故障その他の異常が発生し

た施設からの波及的影響を防止することで，共用によって廃棄物管理

施設の安全性を損なわない。 
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第 7.5－６表 給水処理設備の主要設備の仕様 

 

 (１) ろ過水貯槽（再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

    基  数   １ 

    容  量   約2,500ｍ３  
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第7.5－６図 給水処理設備系統概要図 
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 (９) 蒸気供給設備 

 (ａ) 共用する設備，機器等の概要と状況 

   廃棄物管理施設の各施設に必要な蒸気を供給するため，蒸気供給設備

を設ける。蒸気供給設備は再処理施設の一般蒸気系と共用する。 

蒸気供給設備の主要設備の仕様を第 7.5－７表に示し，蒸気供給設備

の系統概要図を第 7.5－７図に示す。  

 【補足説明資料3-2】 

  

(ｂ) 共用による安全性への影響 

   蒸気供給設備は，再処理施設における使用を想定しても，廃棄物管理

施設に十分な蒸気を供給できる容量を確保し，故障その他の異常が発

生した場合でも，弁を閉止することにより故障その他の異常による影

響を局所化し，故障その他の異常が発生した施設からの波及的影響を

防止することで，共用によって廃棄物管理施設の安全性を損なわない。 
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第 7.5－７表 蒸気供給設備の主要設備の仕様 

 

 (１) ボイラ（再処理施設と共用） 

    基  数   ３ 

    容  量   約50ｔ／ｈ（１基当たり） 
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第7.5－７図 蒸気供給設備系統概要図 
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共用している設備の許可の状況 

 

１．廃棄物管理施設と他施設とで共用している設備の許可の状況 

 廃棄物管理施設と再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設とで共

用している許可の状況を以下に示す。 

共 用 す る 設 備  再 処 理 施 設  
Ｍ Ｏ Ｘ  

燃 料 加 工 施 設  
備 考  

出 入 管 理 設 備 ○   

積 算 線 量 計 ○   

気 象 観 測 機 器 ○   

個 人 線 量 計 ○   

ホ ー ル ボ デ ィ カ ウ ン タ ○   

北 換 気 筒（ ガ ラ ス 固 化 体

受 入 れ ・ 貯 蔵 建 屋 換 気

筒 ） の 支 持 構 造 物 
○   

屋 外 消 火 栓 ○   

防 火 水 槽 ○   

消 火 水 供 給 設 備 ○ ○  

電 気 設 備 ○
※ 1  別 紙 １  参 照  

  ※ 1：再処 理施設事 業指定申 請書にお いて，共用につい て許可を 得ている 施設  

凡例）     ： 既許可の 設備  
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共 用 す る 設 備  再 処 理 施 設  
Ｍ Ｏ Ｘ  

燃 料 加 工 施 設  
備 考  

ペ ー ジ ン グ 装 置 ○   

所 内 携 帯 電 話 ○   

人 の 容 易 な 侵 入 を 防 止 で

き る 障 壁 ○   

持 込 検 査 装 置 ○   

不 正 に 爆 発 性 又 は 易 燃 性

を 有 す る 物 件 そ の 他 人 に

危 害 を 与 え ， 又 は 他 の 物

件 を 損 傷 す る お そ れ が あ

る 物 件 が 持 ち 込 ま れ る こ

と の 防 止 に 係 る 設 備  

○   

通 信 連 絡 設 備 ○   

外 部 か ら の 不 正 ア ク セ ス

を 遮 断 す る 装 置  
○   

圧 縮 空 気 設 備 ○   

給 水 処 理 設 備 ○ ○  

蒸 気 供 給 設 備 ○   

 

  

※ 1：再処理施設事 業指定申 請書にお いて，共 用につい て許可を 得ている 施設  

凡例）     ： 既許可の 設備  



 
3－1－3 

別紙１  

ＡＡＷＢ既許可抜粋  
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補足説明資料３－２（第 11 条） 

 

 





 
3－2－1 

共用する設備の範囲 
 
１．共用する設備の範囲 
１．１ 再処理施設との共用 
 廃棄物管理施設の設備を再処理施設が共用する設備の範囲を以下に示す。 
 

廃棄物管理施設と再処理施設で共用する設備，機器等 
共用範囲 

施設 設備 設備，機器等 

放射線管理
施設 

出入管理
関係設備 出入管理設備（北換気筒管理建屋） 北換気筒管理建屋の出

入管理設備 

放射線監
視設備 

屋外モニタ
リング設備 

環境モニタ
リング設備 

積算線量
計 積算線量計 

気象観測
機器 

風向風速計（超音波）及
び温度計～気象観測小
屋 気象観測装置 

個人管理
用設備 

個人線量計 個人線量計 

ホールボディカウンタ ホールボディカウンタ 

  



 
3－2－2 

 
廃棄物管理施設と再処理施設で共用する設備，機器等 

共用範囲 
施設 設備 設備，機器等 

気体廃棄物
の廃棄施設 換気設備 北換気筒（ガラス固化体受入れ・貯蔵

建屋換気筒）の一部 
北換気筒（ガラス固化体
受入れ・貯蔵建屋換気
筒）の支持構造物 

 

○北換気筒（ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒）の

支持構造物の共用範囲 
 
  

筒身 

：共用範囲 



 
3－2－3 

 
廃棄物管理施設と再処理施設で共用する設備，機器等 

共用範囲 
施設 設備 設備，機器等 

その他廃棄
物管理設備
の附属施設 

火災防護
設備（消防
用設備） 

消火水供給設備 
消火用水貯槽から再処
理施設との取合いの弁ま
で 

屋外消火栓 

消防法及び都市計画法
にて定められた屋外消火
栓からの距離に廃棄物
管理施設及び再処理施
設が含まれる屋外消火
栓 

防火水槽 

都市計画法にて定めら
れた防火水槽からの距
離に廃棄物管理施設及
び再処理施設が含まれ
る防火水槽 

  



 
3－2－4 

  

①
消

防
法

に
基

づ
く
必

要
ポ

ン
プ

容
量

（
建

屋
内

最
大

）
 

 
・
・
・
再

処
理

施
設

：
約

23
0
ｍ

３
/
ｈ

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

燃
料

加
工

施
設

：
約

20
ｍ

３
/
ｈ

，
廃

棄
物

管
理

施
設

：
約

2
0
ｍ

３
/
ｈ

 

②
都

市
計

画
法

に
基

づ
く
必

要
ポ

ン
プ

容
量

：
約

30
0
ｍ

３
/
ｈ

（
最

大
５

箇
所

分
）
 

 
上

記
①

，
②

よ
り

各
施

設
に

お
け

る
必

要
容

量
は

そ
れ

ぞ
れ

約
5
3
0
ｍ

３
/ｈ

，
約

3
20

ｍ
３
/
ｈ

，
約

32
0
ｍ

３
/
ｈ

で
あ

る
。

電
動

機
駆

動
消

火
ポ

ン
プ

及
び

デ
ィ

ー
ゼ

ル
駆

動
消

火
ポ

ン
プ

は
，

全
揚

程
1
0
7
ｍ

の
時

に
4
5
0
ｍ

３
/
ｈ

で
あ

り
，

廃
棄

物
管

理
施

設
に

お
け

る
必

要
容

量
を

満
足

す
る

。
 

：
共

用
範

囲
 

【
各
施
設
の
最
大
必
要
水
源
（
単
一
火
災
を
想
定
）
】
 

再
処
理
：
約

31
3ｍ

３
，
M
O
X
燃
料
加
工
施
設
：
約

1
2
3
ｍ

３
，

廃
棄
物
管
理
施
設
：
約

2
0
5
ｍ

３
 

【
消
火
用
水
貯
槽
の
水
源
】
 

約
5
90
ｍ

３
以
上
確
保
す
る
よ
う
運
用
 

 以
上

よ
り

，
2

施
設

同
時

に
単

一
火

災
が

発
生

し
た

場
合

に
必
要
と
な
る
水
源
は
約

5
1
8
ｍ

３
で
あ
り
，
消
火
用
水
貯

槽
で
確
保
し
て
い
る
水
源
で
対
応
可
能
で
あ
る
。
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3－2－7 

 
廃棄物管理施設と再処理施設で共用する設備，機器等 

共用範囲 
施設 設備 設備，機器等 

その他廃棄
物管理設備
の附属施設 

電気設備 

受電開閉
設備 

154kV 母線 154kV 母線 

遮断器 154kV 受電
用遮断器 154kV 受電用遮断器 

154kV 連絡用遮断器 154kV 連絡用遮断器 

受電変圧器用遮断器 
（１号，２号受電変圧器
用） 

１号，２号受電変圧器用
遮断器 

受電変圧
器 

１号受電変圧器 １号受電変圧器 

２号受電変圧器 ２号受電変圧器 

所内高圧
系統 

高圧主系
統 

6.9kV 常用
主母線 6.9kV 常用主母線 

燃料貯蔵設備 
（燃料油貯蔵タンク） 

燃料油貯蔵タンクから再
処理施設との取合いの
弁まで 

  



 
3－2－8 

○電気設備の燃料貯蔵設備の共用範囲 

 
 
 
  

：共用範囲 
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廃棄物管理施設と再処理施設で共用する設備，機器等 
共用範囲 

施設 設備 設備，機器等 

その他廃棄
物管理設備
の附属施設 

通信連絡
設備 

所内通信
連絡設備 

ページング装置 

再処理施設の中央制御
室のマイク操作器，再処
理施設側に放送信号を
発する装置及び再処理
施設側から廃棄物管理
施設へ放送信号を発す
る装置 

所内携帯電話 所内携帯電話及び電話
交換機ネットワーク全て 

不法侵入
等防止設
備 

人の容易な侵入を防止できる障壁 
人の容易な侵入を防止
できる障壁全体 

通信連絡設備 通信連絡設備一式 

不正に爆発性又は易燃性を有する物
件その他人に危害を与え，又は他の物
件を損傷するおそれがある物件が持ち
込まれることの防止に係る設備 

不正に爆発性又は易燃
性を有する物件その他人
に危害を与え，又は他の
物件を損傷するおそれが
ある物件が持ち込まれる
ことの防止に係る設備一
式 

外部からの不正アクセスを遮断する装
置 

外部からの不正アクセス
を遮断する装置一式 

  



 
3－2－10 

 

廃棄物管理施設と再処理施設で共用する設備，機器等 
共用範囲 

施設 設備 設備，機器等 

その他廃棄
物管理設備
の附属施設 

圧縮空気設備 
空気圧縮機から再処理
施設との取合いの弁まで 

 

○圧縮空気設備の共用範囲 
 

  

：共用範囲 
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廃棄物管理施設と再処理施設で共用する設備，機器等 
共用範囲 

施設 設備 設備，機器等 

その他廃棄
物管理設備
の附属施設 

給水処理設備 
ろ過水貯槽から再処理
施設との取合いの弁まで 

 

○給水処理設備の共用範囲 
 

  

：共用範囲 
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廃棄物管理施設と再処理施設で共用する設備，機器等 
共用範囲 

施設 設備 設備，機器等 

その他廃棄
物管理設備
の附属施設 

蒸気供給設備 
ボイラから再処理施設と
の取合いの弁まで 

 

○蒸気供給設備の共用範囲 
 
 
  

：共用範囲 



 
3－2－13 

１．２ ＭＯＸ燃料加工施設との共用 
 廃棄物管理施設の設備をＭＯＸ燃料加工施設が共用する設備の範囲を以

下に示す。 
 

廃棄物管理施設とＭＯＸ燃料加工施設で共用する設備，機器等 
共用範囲 

施設 設備 設備，機器等 

その他廃棄
物管理設備
の附属施設 

火災防護
設備（消防
用設備） 

消火水供給設備 
消火用水貯槽からＭＯＸ
燃料加工施設との取合
いの弁まで 
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①
消

防
法

に
基

づ
く
必

要
ポ

ン
プ

容
量

（
建

屋
内

最
大

）
 

 
・
・
・
再

処
理

施
設

：
約

23
0
ｍ

３
/
ｈ

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

燃
料

加
工

施
設

：
約

20
ｍ

３
/
ｈ

，
廃

棄
物

管
理

施
設

：
約

2
0
ｍ

３
/
ｈ

 

②
都

市
計

画
法

に
基

づ
く
必

要
ポ

ン
プ

容
量

：
約

30
0
ｍ

３
/
ｈ

（
最

大
５

箇
所

分
）
 

 
上

記
①

，
②

よ
り

各
施

設
に

お
け

る
必

要
容

量
は

そ
れ

ぞ
れ

約
5
3
0
ｍ

３
/ｈ

，
約

3
20

ｍ
３
/
ｈ

，
約

32
0
ｍ

３
/
ｈ

で
あ

る
。

電
動

機
駆

動
消

火
ポ

ン
プ

及
び

デ
ィ

ー
ゼ

ル
駆

動
消

火
ポ

ン
プ

は
，

全
揚

程
1
0
7
ｍ

の
時

に
4
5
0
ｍ

３
/
ｈ

で
あ

り
，

廃
棄

物
管

理
施

設
に

お
け

る
必

要
容

量
を

満
足

す
る

。
 

：
共

用
範

囲
 

【
各
施
設
の
最
大
必
要
水
源
（
単
一
火
災
を
想
定
）
】
 

再
処
理
：
約

3
1
3
ｍ

３
，
M
O
X
燃
料
加
工
施
設
：
約

1
2
3
ｍ

３
，

廃
棄
物
管
理
施
設
：
約

2
0
5
ｍ

３
 

【
消
火
用
水
貯
槽
の
水
源
】
 

約
5
90
ｍ

３
以
上
確
保
す
る
よ
う
運
用
 

 以
上

よ
り
，
2
施

設
同
時
に
単

一
火
災
が
発

生
し
た
場
合

に
必
要
と
な
る
水
源
は
約

5
1
8
ｍ

３
で
あ
り
，
消
火
用
水
貯

槽
で
確
保
し
て
い
る
水
源
で
対
応
可
能
で
あ
る
。
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廃棄物管理施設とＭＯＸ燃料加工施設で共用する設備，機器等 
共用範囲 

施設 設備 設備，機器等 

その他廃棄
物管理設備
の附属施設 

給水処理設備 
ろ過水貯槽からＭＯＸ燃
料加工施設との取合い
の弁まで 

 

○給水処理設備の共用範囲 
 

 

：共用範囲 
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補足説明資料３－３（第 11 条） 

 

  

 

  

 





 
3－3－1 

試験・検査に係る設計 
 
 廃棄物管理施設の安全機能のうち，重要な安全機能であるガラス固化体の

冷却機能に対する試験及び検査の設計について，以下に示す。 
 
 冷却空気入口シャフト及び冷却空気出口シャフトにおける冷却空気温度

並びに円環流路出口における冷却空気温度を毎日監視し，記録する設計

とする。 

 貯蔵ピット下部に点検用の開口及び自走式観察装置を設け，下部プレナ

ム部の流路を形成する設備の外観観察及び塵埃・堆積物の堆積状況確認

ができる設計とする。 

 通風管上部にファイバースコープ挿入口を設け，収納管下部及び収納管

と通風管の間隙部の外観観察ができる設計とする。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 




